伝統構法による木造建築の建設について

室田達郎

１．構法の記述と認知

（１）日本には、歴史上、建物用途や建設地域などによって多種多様な有名無名の木造構法があります。｢伝統木造構法｣という名称は、それらの総称としてつかわれており、｢伝統木造構法｣という特定の構法があるのではありません。

（２）ここでいう構法とは、

　　①構造方法の規則が明確に定まっているほか、

　　②構造設計理念が明確で、建物の構造安全性の程度が実績などによって把握されている、

構造技術体系のことです。

例えば、２×４構法が構法と呼ばれるゆえんは、躯体はディメンジョン・ランバーを釘打ちして作る床版と壁版によって構成する、ランバーの寸法はこうする、釘打ちの仕様はこうする、等々構造方法の詳細が建設省告示に規定されており、一方、その建物が保有する構造安全性能は、告示が要求する｢壁量｣を満たせば、現行建築基準法が要求するものと同等な構法であるという上述の二つの条件を満足しているからです。

丸太組構法という木造構法がありますが、この構法も２×４構法の場合と同様に建設省告示のなかに構法が記述されています。

（３）伝統木造構法が建築基準法上の認知を得るためには、その構法を記述することが必要です。ただし、伝統木造構法は、前述のように多種多様な構法の総称なので、十把一からげに｢伝統木造構法｣を記述することはできません。そうではなくて、伝統木造構法に含まれる各種構法ごとに記述することが必要です。

２．いくつかの伝統木造構法の特徴

伝統木造構法には多種多様な構法があるといいましたが、私の知っている構法はその内のごく一部にすぎません。以下に、貧弱ではありますが、いくつかの伝統木造構法に関する私の理解を述べてみます。

２.１　数寄屋構法

小径材の柱の柱頭柱脚を複数本の横架材で固めることによって柱頭柱脚固定の曲げ柱を構成します。数奇屋は、この曲げ柱を地震などに対する主たる構造要素とする構造形式です。一般に階数は２以下で、屋根は軽く作ります。今流に言うと｢ソフト・ファースト・ストーリー｣という形式の免震構造に当たります。

２.２　貫構法

隣合う柱(間柱を含む)を複数段の貫で連結して壁(貫構面という)を造り、これを地震などに対する主抵抗要素とする構造です。貫は、柱を貫通させ、その貫通孔上部に楔を打ち込んで柱と貫の接合部を剛に固めます。この柱貫接合部の曲げ剛性、曲げ強度が地震などに対する貫構面の力学的特性を支配します。楔の材質には、堅木と軟木とがあります。堅木の楔はやや緩みやすく、軟木は緩みにくいように思われます。どちらを採用するかは、地方によって、あるいは人によって違うようです。

面内方向に水平力を加えてみると、貫構面は極めて大きな水平変形(例えば水平変形角で1/10)まで倒壊せずに安定を保つことができます。この変形のほとんどは楔及び貫材の横圧縮に伴う塑性変形です。地震の後などに大きな変形が残留した場合、楔を除去してから架構を牽引すれば容易に元に引き戻すことができます。その状態で新しい楔を打ち直せば、貫構面はほぼ完全に新築時の力学的性能を回復します。

２.３　差鴨居構法

ケヤキなどの大径木を使って４本柱（１スパン×１スパン）、または６本柱（１スパン×２スパン）の頑丈な１層剛節骨組み（差鴨居架構という）を作ります。それを建物の中心付近に置き、その上に小屋を架け、その周囲に下屋を付属させて床面積を増加させていきます。下屋の外周部には土塗り壁を設けて下屋部分の耐震性や耐風性を高めます。

差鴨居架構の柱梁接合部は、いわゆる伝統的な仕口加工によってつくられ、要所に込み栓(柱、梁と同材)が使われています。柱梁接合部の終局時には、込み栓が孔の中で曲げられ、かつ押しつぶされます。終局における込み栓のつぶれは、この構法が意図的にねらっていることです。すなわち、込み栓に破壊を集中させることによって、柱、梁材の損傷を軽微に止め、最悪の場合、込み栓を引き抜いてから架構を引き戻し、新しい込み栓を打ち込んで、架構を新築状態に戻すというのがこの構法の設計意図です。

差鴨居架構が水平力を受けたときの最終水平変形量は、貫構法に比較するとはるかに僅少です。これは、差鴨居構法が「剛強な架構」を志向するものであることを意味します。

差鴨居架構の柱梁接合部を作って実験をしてみると、込み栓がつぶれる前に、柱または梁材が割裂することがあります。そうなると上述の設計意図は実現しません。「破壊を込み栓に集中し、柱梁を温存する」ためにはどうしたらよいか、という問題はなかなか難しい問題ですが、差鴨居架構を造る大工、棟梁は、その問題に関する明確な答えをもって仕口の設計、加工をしているのだと思われます。

なお、数年前、森林総研がつくば地域に建っていた古い差鴨居構法住宅に水平加力し、引き倒したという記事を読んだことがあります。それによると、倒壊時の水平力は重量の約30%相当でした。したがって、差鴨居構法が剛強さを志向しているといっても、現行建築基準法の要求する剛強さの半分程度しかないといえます。

大黒柱構法と呼ばれる構法があります。差鴨居構法と同様に大径木をつかって架構を組む構法です。この構法にも、込み栓に破壊を集中させ、大径木を温存するという設計意図がみられます。

３．伝統木造構法の建築基準法上の認知に係る問題点

３.１　構法の記述

太平洋戦争直後の建築基準法制定時に、それまでに建てられていた木造建物を基準法制定後も継続して建設できるようにするために、伝統木造構法を記述する必要がありました。しかし、伝統木造構法の構造方法は、大工、棟梁の頭の中にあり、文字や図では記述されていません。そこで、当時の技術者、学者、行政官などが案出したのが、今「在来軸組構法」と呼ばれている構法です。この構法では、鉛直荷重は柱が負担し、地震などの水平力は筋かいまたは壁に抵抗させるという考え(設計理念)に基づいて構造設計をします。

この在来軸組構法の設計理念は、次節で述べる伝統木造構法の設計理念と大きく違います。したがって、「在来」などと称していても伝統木造構法とは異質のものです。むしろ「建築基準法構法」とでもいうべきものです。

前述のとおり、伝統木造構法の復権を実現するためには、各種伝統木造構法の詳細な記述が必要です。その作業は、学者や研究者にはできないことなので、大工、棟梁が中心にならなければなりません。これは、大工、棟梁にとっては容易ならざる仕事になりますが、何が何でもそうしなければ、在来軸組構法の二の舞になりかねません。

３.２　構造設計理念

各種伝統木造構法の構造設計理念は、総じて、

「極めて稀に起きる激甚な地震、暴風、積雪によって倒壊することはやむを得ない。ただし、部材接合部には、大変形を受けても骨組が倒伏しないような靱性を付与するとともに、事後の修復によって骨組みの原状回復ができるような構造とする。」

というようなものだと推測されます。これは、何が何でも剛強なものを造るという経済的、技術的な無理を排除した現実的で常識的な考え方です。まさに、長い歴史を生き抜いてくる中で得られたユニークで優れた構造設計理念だといえます。

これに対して、現在の建築基準法の構造設計理念は、

「極めて稀に起きる激甚な地震、暴風、積雪によって倒壊しないように、構造骨組は原則として剛強に造らなければならない。」

です。この要求は、経済的、技術的に相当な無理を強いており、それを満たすことは、RC造やS造でも容易なことではありません。在来軸組構法の場合は、全体を接合金物だらけにしないと満足できません。

この現行建築基準法の理念は、「極めて稀に起きる激甚な地震、暴風、積雪によって倒壊する」ものを排除する意向が強く、伝統木造構法の必ずしもそれを排除しないという理念と矛盾します。したがって、同法が伝統木造構法を認知するためには、建築基準法が採用している現行構造設計理念の変更が必要になります。この相矛盾する二つの理念の両立は、形式的には「ただし書き」によって、

「極めて稀に起きる激甚な地震、暴風、積雪によって倒壊しないように、構造骨組は原則として剛強に造らなければならない。ただし、部材接合部には、大変形を受けても骨組が倒伏しないような靱性を付与するとともに、事後の修復によって復原ができるような構造とした場合は、その限りでない。」

というような構造設計理念にシフトすることによって可能になります。しかし、相矛盾する命題をただし書きによって並立させるという設計理念の変更は法律上大きな問題で、単純に文章の変更だけで片付く問題ではありません。ただし書き部分による設計がなぜ伝統木造構法に許されるのか、それ以外の構造には適用できないのかなど様々な議論に対する検討が必要になります。このように伝統木造構法の認知は、建築基準法における構造安全性能要求の根幹に関わる可能性があるために、安易な解決を許さない難しい問題なのです。

私見を述べれば、建築基準法は現行設計理念を変更し、伝統木造構法の設計理念にシフトするべきだと思います。なぜなら、ここ四半世紀の間に発生した地震の被害報告を読むと、例外なく、「新耐震以降に建設された建物は壊れていない」と書いてあり、これは現行法の耐震性の要求レベルが高すぎることを示唆しているからです。そのため、現行法の設計理念を見直し、要求レベルを下げても、なお最低限の要求たり得ると考えます。

３.３　設計責任

伝統木造構法が建築基準法上認知され、建築ができることになった場合、これまでのRC造やS造などの構造設計に求められてきた「設計図書（構造図、構造計算書など）」の確認を要求するか否かが行政上問題になります。

構造図については最低限の図面提出要求はやむを得ないでしょう。構造計算書の要求は、各伝統木造構法の全体及び部分の設計に係る力学原理が明確であり、設計の妥当性を数式や数値によって表現できることを前提としています。私が想像する限り、そのような前提が満たされるまでにはこの先相当長い年数が必要で、当分の間、行政が構造計算書の提出を要求することはできないであろうと思います。

しかし、それでは設計責任が曖昧になり、建築主の権利保護に問題が生じます。

詳細な設計図書の存在が曖昧なのは、昔も同様であったようです。にもかかわらず、建築主と設計施工者との関係が円満に推移していたのは、大工棟梁と呼ばれる設計施工者あるいはその代理者が、逃げ隠れすることなく、「そこ」にいて、トラブル処理やメンテナンスなどをしていたからだと思われます。

技術情報のほとんどを大工棟梁の頭の中というブラックボックスの中に封じ込めるという形でしか伝統木造構法建物を造ることができないとすれば、その代替処置として、その構法をになう大工棟梁でつくる組合が、連帯して設計責任及びメンテナンス責任を負うような仕組みを作ることが、現代においては必要であろうと思います。

そのような仕組みの中では、組合員Aの設計した建物を組合員Bがメンテナンスや修理をすることがあり得ます。その場合、Bにとって、当初建物の設計及び竣工後のメンテナンスにおいてAが選択採用したオプションが何であったかという情報が無くても良いのか、それとも無ければ困るのか、ということが問題になります。もし、なにがしかの情報が最低限Bに伝達される必要があるとすれば、それが確認申請時に提出すべき設計図書の中にも含まれるべき情報となるのだと思います。

４．結び

伝統木造構法の構造設計理念は、日本の建築界が長年にわたって培ってきた建築構造設計の神髄です。明治維新の文明開化の風潮の中で、それが日本固有のものであるが故に突然廃棄されました。実にもったいないことをしたと思います。

いま、未曾有の経済不況の中にあって日本人の収入は減少しつつあり、この傾向は今後も続く可能性があります。このような状況にあって、床面積の大きな住宅を少しでも安く造ることが要請されます。そのために、今こそ、明治維新期に捨てた建築構造設計の神髄を拾い上げ、構造設計技術者が勉強をし直す機会にすべきだと感じます。
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